


世界との比較④

さらにキャッチ＆リリースに関しては多く
の国が認めている。カナダにはキャッチ＆
リリースプログラムがあり、アイルランド
にはキャッチタグリリースプログラムがあ
り、海洋大臣、漁業大臣が推奨している。
資源をほとんど減らさずに地方経済に貢献
できるキャッチ＆リリースでの釣りを否定
する理由はない。
キャッチ＆リリースを取り入れるために迅
速な科学的調査を進めていくべきである。
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出典：筆者撮影



経済効果を
考えた施策
を

海釣りが地方経済に大きく貢献しているのは紛れもない事実である。ところが我が国
はその経済効果がどのくらいの⾦額になるのかの調査がされてない。

アメリカではNOAA（アメリカ海洋⼤気庁）が経済効果を毎年調査している。その経
済効果は海釣りだけで738億ドル（約10兆円、2017年）である。
出典 Recreational Fishing | NOAA Fisheries

⽇本でも全国規模の経済効果調査を⾏うべきである。それを基本として公平に海⾯を
利⽤できるようにすべきである。マリンレジャー⼤国、マリンスポーツ⼤国としての
恵まれた環境を有効に活用することは海岸地域の経済発展に繋がるだろう。現状のま
まではわが国の海岸線は貧しくなるばかりである。

経済効果に含まれるもの
釣り具、燃料代、交通費、宿泊費、⾷費、乗船代、ボート係留代、ボート購⼊、釣り
⽤の⾞購⼊、キャンプ⽤品、など約50科目
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出典：筆者撮影



科学的根拠に基づく公平な管理
を！
なお今年から我が国も1日1人1匹というバッグリミットを設け
た。これは一歩前進ではあるが、枠が40トン（昨年は20ト
ン）しかないので多くの釣り人が持ち帰ることができない。

クロマグロ釣り人希望枠
釣り人5,000人（推定）×1匹×41キロ（昨年の平均）＝205
トン

40トンの枠では5人に1人しか持ち帰れない。205トンでも総
枠の2パーセントである。
対してアメリカのバッグリミットは1日1人2匹である。そして
シーズン中に釣りが禁止になったことが無い。それはアメリカ
の総枠の50パーセント以上がスポーツに割り当てられている
からである。

資源管理に成功したほとんどの国は「海は国⺠共有の財産」と
して扱われている。日本も1日でも早くそうなることを願う。
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出典：ブログより（2018年04月24日）
http://uminchumogi.blog111.fc2.com/



これからを考える

①ライセンス制を導入することをどう考えるか

②遊漁にもTACを設定するべきか

③クロマグロ以外の対象魚種と規制の取り扱い
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出典：ブログより（2022年02月14日）
http://uminchumogi.blog111.fc2.com/



これからの私の考え
①ライセンス制を導入することをどう考えるか
導入に賛成する。現状では釣り対象魚の小型化、減少が止まらない。ライセンス制に
してレギュレーション（バッグリミット、サイズリミットなど）を設ける。合わせて
監視と罰則も強化する。
②遊漁にもTACを設定するべきか
⿂種によっては漁業より採捕の多い⿂もある。そのような採捕が多く資源管理に⽀障
をきたすおそれのある魚にはTACを設けるべきだ。GTなどリリースが定着している
魚はTACを設ける必要性はない。
③クロマグロ以外の対象魚種と規制の取り扱い
ブリ、アジ、サバ、タチウオ、メバル、スズキ、マダイ、ヒラメ、サワラ、カンパチ、
ヒラマサ、ホッケなどはTACを設ける。
クエなどのハタ類、カサゴ、シロギス、アイナメ、アオリイカなどはバッグリミット
だけで充分。
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